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〔翻訳]1989年米独改訂租税条約(1)
I 条約 (1 条乃至16条•本号）
Il 条約 (17条乃至33条・次号）
I 議定書その他付属文書
〔訳者はしがき〕
川端康之
アメリカ合衆国とドイツ連邦共和国の連邦膜会は，90年9月に，1954年に締
結された従来の両国間の租税条約と議定書を改訂する新条約をそれぞれ批准
した。合衆国もドイツも，世界経済において極めて重要な位置を占め，また，
OECDや国連モデル租税条約の立案作業においても，その果たす役割は極め
て重要である。それら両国が旧条約から40年近く経過した今日に条約をほぽ
全面的に改訂したのである。両国は，今回の条約改訂を，今後の両国がその
他の国と締結・改訂するであろう租税条約の基本線を打ち出したものと位置
付けている。例えば， ドイツ側は，合衆国との間での移転価格問題の打開策
として， ECでも採用された仲裁制度の導入を強く希望し，また，合衆国側
も，源泉徴収税率の縮減等に対応して所謂トリーティー・ショッピングの規
制を要求するなど，両国の関心が強く表われている。このような意味で，我
(1) 
が国の租税条約政策の形成にも意義を持つものといい得よう。
(1) Vom 29.8.1989 (Text: BT-Drucks, 11/6530, S. 5)-In Krafttreten: vor-
aussichtlich 1990. Anwendungsbeginn: grds. 1.1. 1990., 6. 9. 1990. BT-
Drucks, 11/7888, S. 1. なお，合衆国連邦誤会上院は， 90年9月18日に同条約
を批准した。この米独改訂租税条約の主な問題点については，村井正・川端康之
「新米独租税条約の問題点」税経通信46巻 1号28頁 (1990),等参照。
68(540) 第 35巻第 5 号
一条約目次ー
1条人的適用範囲
2条対象税目
3条一般的定義
4条居住者
5条恒久的施設
6条不動産所得
7条事業所得
8条船舶運輸及び航空機運輸
9条関連企業
10条配当
11条利子
12条使用料
13条譲渡収益
14条独立的な人的役務
15条従属的な人的役務
16条役員報酬
17条芸能人及び運動家
18条 退職年金，年金，離婚扶養費及び養育費
19条政府職員，社会保険
20条 訪問教授及び教師，学生及び事業修習者
21条 その他の所得
22条財産
23条二重課税の救済措置
24条無差別
25条相互協議
26条情報交換及び執行共助
27条非課税団体
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28条条約便益の制限
29条源泉徴収税の還付
30条外交官
31条ペルリン条項
32条発効
33条終了
所得税，財産税その他の租税の二重課税及び脱税に関する
ドイツ連邦共和国とアメリカ合衆国の間の条約
ドイツ連邦共和国及ぴアメリカ合衆国は，
所得税，財産税その他の租税の二重課税及び脱税に関するドイツ連邦共和
国とアメリカ合衆国の間の条約の締結を希望し，
以下のように合意した。
1条人的適用範囲
本条約は，本条約において別段の定めが為されている場合を除き，一方又
は双方の締約国の居住者である者に対して適用されるものとする。
2条対象税目
1 本条約が適用される既存の租税とは，
(a) 合衆国においては，
(aa) 内国歳入法典により課される連邦所得税（但し，留保利益税，人
的保有会社税及ぴ社会保険税を除く），およぴ
(bb) 外国保険者に対して支払われた保険料に課される消費税
をいう（以下，「合衆国税」と称する）。
本条約は，しかしながら，外国保険者に対して支払われた保険料に課され
る消費税に対しては，かかる保険料によって附保される危険が，かかる租税
の非課税を規定する本条約又は他の条約の便益亨受の適格性を有さない者に
70(542) 第 35巻第 5 号
再保険されていない限りにおいて，適用されるものとする。
(bl ドイツ連邦共和国においては，
(aa) 所得税 (Einkommensteuer)
(bb) 法人税 (Korperschaftsteuer)
(cc) 営業税 (Gewerbesteuer),およぴ
(dd) . 財産税 (Vermogensteuer)
をいう（以下，「ドイツ税」と称する）。
2 本条約は，既存の租税に加えて又はそれに代えて本条約の署名日より後
に課される同一又は実質的に類似の租税に対しても適用されるものとする。
締約国の権限ある当局は，自国租税法に為された如何なる意義ある変更につ
いても互いに通知するものとする。
8条一般的定義
1 本条約の目的上，文脈上その他の要求が為されない限り，
(a) 「一方締約国」及び「他方締約国」との文言は，文脈に応じてアメリ
カ合衆国又はドイツ連邦共和国を意味する。
(b) 「合衆国」との文言は，地理的意味において用いられた場合には，ァ
メリカ合衆国を意味するが，プエルト・リコ，ヴァージン諸島，グァム
その他のアメリカ合衆国の属領又は統治領は含まれない。
(c) 「ドイツ連邦共和国」との文言は，地理的意味において用いられた場
合には， ドイツ連邦共和国の租税法が効力を有する領域を意味する。
(d) 「者」との文言には，個人と法人が含まれるがそれに限られない。
(e) 「法人」との文言は，法人その他租税目的上法人として扱われる一切
の実休を意味する。
(f) 「一方締約国の企業」及ぴ「他方締約国の企業」との文言は，各々，
一方締約国の居住者により経営される企業及び他方締約国の居住者によ
り経営される企業を意味する。
（筍 「国際運輸」との文言は，船舶又は航空機が締約国の一方のある場所
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の間のみにおいて運行される場合を除き，船舶又は航空機による一切の
運輸を意味する。
(h) 「国民」との文言は，
(aa) 合衆国については，合衆国において効力を有する法によりその地
位を獲得する合衆国の市民及ぴ一切の法人，パートナーシップ又は
団体，
(bb) ドイツ連邦共和国については， ドイツ連邦共和国基本法116条1
項の意義における一切のドイツ国民及びドイツ連邦共和国において
効力を有する法によりその地位を獲得する一切の法人，パートナー
シップ又は団休，を意味する。
(i) 「権限ある当局」との文言は，
(aa) 合衆国においては，財務長官又はその代理人，および
(bb) ドイツ連邦共和国においては，連邦大蔵大臣又はその代理人，を
意味する。
2 一方締約国による本条約の適用に際し，そこに定義されていない文言
は，如何なるものであれ，文脈上その他の要求が為され又は権限ある当局が
25条（相互協議手続）の規定に従い共通の意義に合意しない限り，本条約が
適用される租税に開し当該国の法のもとで有する意義を有するものとする。
4条居住者
1 本条約の目的上，「一方締約国の居住者」との文言は，当該国の法のも
とで，その住居，居所，経営管理の場所，法人設立地その他類似の性質のク
ライテリアを理由に当該国において租税債務を負う一切の者を意味するが，
但し，
(a) この文言は，当該国の源泉又はそこに存する財産から生じる所得につ
いてのみ当該国において租税債務を負う一切の者を含まず，かつ
(b) パートナーシップ，遺産又は信託により稼得又は支払われた所得の場
合には，この文言は，そのようなパートナーシップ，遺産又は信託によ
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り稼得された当該所得が，その手中において若しくはそのパートナー又
は受益者の手中において居住者の所得として当該国において課税の対象
となる限りにおいて，適用される。
2 1項の規定によりある個人が両締約国の居住者である場合には，その地
位は以下の如く決定されるものとする。
(a) 当該個人は，彼が使用可能な恒久的住居を有する国の居住者と看倣さ
れる。当該個人が両国において使用可能な恒久的住居を有する場合に
は，彼の人的及び経済的関係がより密接な国（生活上の利害開係の中心
地）の居住者と看倣されるものとする。
(b) 当該個人が生活上の利害関係の中心地を有する国を決定することがで
きない場合又は当該個人がいずれの国においても使用可能な恒久的住居
を有さない場合には，彼が常用の住所を有する国の居住者と看倣される
ものとする。
(c) 当該個人がいずれの国においても常用の住所を有し又はいずれの国に
おいても常用の住所を有さない場合には，彼が国民である国の居住者と
看倣されるものとし，および
(d) 当該個人がいずれの国の国民でもあり又はいずれの国の国民でもない
場合には，締約国の権限ある当局は，相互協議により当該問題を解決す
るものとする。
3 1項の規定により個人以外のある者が両締約国の居住者である場合に
は，締約国の権限ある当局は，協議により，本条約の目的上当該者が居住者
であると看倣される締約国を決定するものとし，かつ，そのような決定が不
可能な場合には，本条約のもとで便益を亨受する目的上いずれの締約国の居
住者であるとも考えられないものとする。
5条恒久的施設
1 本条約の目的上，「恒久的施設」との文言は，ある企業の事業の全部又
は一部が行われる事業の固定的施設を意味する。
〔翻訳〕 1989年米独改訂租税条約 (1)(川端） (545)73 
2 「恒久的施設」との文言には，特に，以下のものを含む。
(a) 経営管理の場所
(b) 支店
(c) 事務所
(d) 工場
(e) 作業場，および
(f) 鉱山，油田又は天然ガス井戸，採石場その他天然資源を採取する場所
3 建築工事現場又は建設若しくは据付けの工事は，それが12ヶ月を超えて
存続する場合に限り，恒久的施設を構成する。
4 本条の以上の規定にも拘らず，「恒久的施設」との文言は，以下のもの
を含まないものと看倣される。
(a) 当該企業に属する物品又は商品の保管，展示又は引渡しを唯一の目的
として施設を使用すること。
(b) 保管，展示又は引渡しを唯一の目的として，当該企業に属する物品又
は商品の在庫を保有すること。
(c) 他の者による加工を唯一の目的として，当該企業に属する物品又は商
品の在庫を保有すること。
(d) 当該企業のために，物品若しくは商品を購入し又は情報を収集するこ
とを唯一の目的として，事業の固定的施設を保有すること。
(e) 当該企業のために，広告，情報の提供，科学的調査その他これらに類
する準備的若しくは補助的性質を有する活動を唯一の目的として事業の
固定的施設を保有すること，または
(f) 本項(a)号乃至(e)号において定められた活動の組み合わせを唯一の目的
として事業の固定的施設を保有すること。但し，当該組み合わせから生
じる当該事業の固定的施設の全体としての活動が，準備的又は補助的性
質のものである場合に限る。
5 1項及ぴ2項の規定にも拘らず， (6項が適用される独立的地位を有す
る代理人を除く）ある者がある企業に代わって行動する者であって，一方締
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約国において当該企業の名において契約を締結する権限を有し，かつ，これ
を常習的に行使する者である場合には，そのような者の活動が4項に定める
活動に限られ，かつ当該項において事業の固定的施設を通じて行使されたと
しても，この事業の固定的施股が恒久的施設とはされない限りにおいて，当
該企業は，当該企業のために当該者が行う一切の活動について当該国におい
て恒久的施設を有するものと看倣されるものとする。
6 ある企業は，それが仲立人，問屋その他の独立の地位を有する代理人を
通じて一方締約国において事業を遂行するという理由だけでは，当該国にお
いて恒久的施設を有するものとは看倣されないものとする。但し，そのよう
な者がその事業の通常の過程において行動している場合に限る。
7 一方締約国の居住者である法人が他方締約国の居住者であり又は当該他
方締約国において（恒久的施設を通じてであれその他のものによってであ
れ）事業を遂行する法人を支配し若しくはそれによって支配されているとい
う事実は，それ自体によってでは，いずれの法人も他方の法人の恒久的施設
を構成しないものとする。
6条不動産所得
1 他方締約国に所在する不動産から一方締約国の居住者が稼得する所得
（農業又は林業から生じる所得を含む）には，当該他方締約国において租税
を課すことができる。
2 「不動産」との文言は，問題となる財産が所在する締約国の法のもとで
それが有する意義を有するものとする。当該文言は，如何なる場合において
も，不動産に定着する財産，農業及び林業において用いられる家畜及び設
備，土地に関する一般法の規定が適用される権利，不動産の用益権，及び鉱
脈，油脈その他の天然資源の経営又はその経営権の対価として受ける定額型
又は変動型の対価の支払いを受ける権利を含むものとする。船舶及び航空機
は不動産とはしないものとする。
3 1項の規定は，不動産の直接使用，賃貸その他如何なる形態における使
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用に対しても適用するものとする。
4 1項及び3項の規定は，企業の不動産から生じた所得及び独立的な人的
役務の提供のために使用される不動産から生じた所得に対しても適用するも
のとする。
7条事業所得
1 一方締約国の企業の事業所得は，当該企業が他方締約国において所在す
る恒久的施設を通して事業を遂行していない限り，当該国においてのみ租税
を課されるものとする。当該企業が他方締約国において恒久的施設を通して
事業を遂行している場合には，当該企業の事業所得は当該他方締約国におい
て租税を課される場合があるが，当該課税は当該恒久的施設に帰属する事業
所得の部分に限る。
2 3項の規定により，一方締約国の企業が他方締約国において所在する恒
久的施設を通して事業を遂行する場合には，当該恒久的施設が同一又は類似
の条件で同一又は類似の活動を行う別個独立の企業であるとすれば稼得する
であろうことが期待される事業所得が，いずれの締約国においても，当該恒
久的施設に帰せられるものとする。
3 恒久的施設の事業所得の算定に際し，恒久的施設が所在する国において
生じたものであれ，その他の場所で生じたものであれ，試験研究費，利子そ
の他の類似の費用及び合理的金額の経営費若しくは一般管理費を含む，当該
恒久的施設のために生じた費用が所得控除を認められるものとする。
4 恒久的施設が当該企業のために物品又は商品を購入するという理由によ
ってのみでは，当談恒久的施設に事業所得が帰属することはないものとす
る。
5 本条約の目的上，当該恒久的施設に帰属されるべき事業所得には，当該
恒久的施設の資産又は活動から稼得された所得のみが含まれるものとする。
6 本条約の他の規定において別個に処理される項目の所得が事業所得に含
まれている場合には，当該他の規定は本条の規定によって影響を受けること
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はないものとする。
7 本条約の目的上，「事業所得」との文言には，有体動産の賃貸及び映画
フィルム作品，テープ作品その他のラジオ又はテレビジョン放送における使
用を目的とする媒体の賃貸若しくは実施契約から稼得される所得を含むもの
とする。
8条 船舶運輸及び航空機運輸
1 一方締約国の企業が国際運輸における船舶又は航空機の運行から稼得す
る所得は，当該国においてのみ租税を課されるものとする。
2 一方締約国の企業が国際運輸において用いられるコンテナ（トレーラ
ー，絆その他コンテナの輸送のための関連設備を含む）の使用又は賃貸から
稼得する所得は，当該国においてのみ租税を課されるものとする。
3 1項及び2項の規定は，企業連合，合弁事業又は国際運行機関への参加
から生じる所得に対しても適用されるものとする。
9条謁連企業
1 (a) 一方締約国の企業が，直接又は間接に，他方締約国の企業の経営管
理，支配又は資本に参加し，または
(b) 同一の者が，直接又は間接に，一方締約国の企業と他方締約国の企
業の経営管理，支配又は資本に参加し，
かつ，いずれの場合においても，当該二つの企業の間において，それらの
商業的又は財務上の関係上，独立企業の間においてであれば為されたものと
異なる条件が行われ又は課された場合には，当該企業の一方に，それらの条
件が存在しないとすれば生じたであろうが，それらの条件を理由としてその
ようには生じなかった所得を当該企業の利益に算入し，それにより租税を課
す場合がある。
2 他方締約国の企業が当該他方締約国において課税の対象とされた所得
を，一方締約国が当該国の企業の所得に算入し，それにより課税し，かつ，
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当該他方締約国が，当該二つの企業の間で課された条件が独立企業の間にお
いてであれば課されるであろうそれであるとすれば，そのように算入された
所得は最初に言及した国の企業に生じたであろう所得である，ということに
合意した場合には，当該他方締約国は，当該国において課された租税の金額
に対して妥当な調整を行うものとする。当該調整を決定する際には，本条約
のその他の規定に対してしかるべき注意が払われるものとし，締約国の権限
ある当局は，必要であれば，相互に協議を行うものとする。
10条配当
1 一方締約国の居住者である法人から他方締約国の居住者に対して支払わ
れる配当には，当該他方締約国において租税を課すことができる。
2 しかしながら，そのような配当は，配当支払法人が居住者である締約国
においても当該国の法に従い租税を課すことができるが，当該配当の受益的
所有者が当該他方締約国の居住者である場合には，そのように課された租税
は，以下を超えないものとする。
(a) 当該受益的所有者が当該配当支払法人の議決件付き株式の10%以上を
直接に所有する場合には，当該配当の総金額の5彩，およぴ
(b) その他の場合には，当該配当の総金額の15彩。
規制投資法人である合衆国の者により支払われた配当又はドイツ投資信
託 (Kapitalanlagegesellschaft)の受益証券に係る分配の場合には， (a)号
ではなく(b)号が適用されるものとする。不動産投資信託である合衆国の者
により支払われた配当に対しては，当該配当が当該不動産信託の権益の10
彩未満を保有する個人により受益的に所有されている場合に限り， (a)号は
適用されず， (b)号が適用されるものとする。本項は，配当が支払われる原
資の所得に関する法人の課税には影響を与えないものとする。
3 ドイツ連邦共和国の居住者たる自然人がドイツ連邦共和国の居住者たる
法人から支払われた配当に関してドイツ法のもとで税額控除 (Anrechnung
der Korperschaftsteuer)の資格が駆められている限りにおいて，そのよう
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な法人により支払われた配当に対しては以下の準則が適用されるものとす
る。
(a) 2項(b)号の適用対象となる配当の受益的所有者は，当該配当の総金額
の5%の緩和措置の資格を有するものとする。．
(b) (支払い外国税額の税額控除の目的上も含む）合衆国所得課税の目的
上， (a)号の適用の結果生じる便益は，合衆国の居住者たる受益的所有者
に対して支払われた配当として扱うものとする。
本項の規定は，投資信託の受益証券に係る分配には適用されないものとす
る。
4 本条において用いられる「配当」との文言は，株式，「受益」株式又は
「受益」権，鉱業株式，発起人株式その他の利益参加権（信用に係る債権を
除く）から生じる所得及び分配を行う法人が居住者である締約国の法により
株式から生じる所得と同じ課税上の取扱いの対象となるその他の権利から稼
得される所得を意味する。「配当」との文言には， ドイツ連邦共和国におい
ては，匿名組合契約(StilleGesellschaft), 「利益参加型貸付(Partiarisches
Darlehen)」又は「利益参加型社債(Gewinnobligation)」における所得及び
投資信託の受益証券に係る分配をも含む。
5 本条2項第一文及ぴ11条（利子） 1項の規定にも拘らず，社債を含む，
支払い者の所得算定に際し所得控除可能な，（ドイツ連邦共和国においては
匿名組合契約(StilleGesellschaft), 「利益参加型貸付 (PartiarischesDar-
lehen)」,「利益参加型社債(Gewinnobligation)」若しくは「受益」権におけ
る所得を含む）所得に参加する権利を定める取り決めから生じる所得は，そ
れが生じた締約国において当該国の法により租税を課すことができる。
6 一方締約国の居住者たる配当の受益的所有者が，配当支払法人が所在す
る他方締約国において恒久的施設を通じて事業を行い又は当該他方締約国に
おいて当該他方締約国に所在する固定的施設から独立的な人的役務を提供
し，かつ当該配当が支払われる保有がそのような恒久的施設又は固定的施設
の事業用財産の一部を構成する場合には， 1項及び2項の規定は適用されな
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いものとする。そのような場合には， 7条（事業所得）又は14条（独立的な
人的役務）が，事案に応じて，適用されるものとする。
7 一方締約国の居住者たる法人が他方締約国から所得又は利益を稼得する
場合には，そのような配当が当該他方締約国の居住者に支払われ又は当該配
当が支払われた保有が当該他方締約国に所在する恒久的施設若しくは固定的
施設の事業用財産のマ部を構成する場合を除き，当該他方締約国は，当該法
人から支払われた配当に対して，当該支払配当がそのような他方の国におい
て生じる所得又は利益の全部又は一部を構成する場合においても，如何なる
租税も課してはならない。
8 一方締約国の居住者で，他方締約国に恒久的施設を有する法人又は6条
（不動産所得）若しくは13条（利得） 1項のもとで当該他方締約国において
当該他方の国が租税を課すことのできる項目の所得に純額を基準として租税
を課される法人は，当該他方の国において，本条約の他の規定のもとで控除
可能な租税に加えて，課税の対象となる場合がある。しかしながら，そのよ
うな租税は，
(a) 合衆国の場合には，次のものに対してのみ課すことができる。
(aa) 恒久的施設に帰属する当該法人の事業所得の部分，および
(bb) 6条又は13条1項のもとで課税の対象となる，前号に定める所得
の部分で，当該所得又は利益の「配当相当額」を示す部分。「配当
相当額」との文言は，本号の目的上，その一般原則に修正を加える
ことなくしばしば改正される合衆国の法のもとでそれが有する意義
を有するものとする。
(b) ドイツ連邦共和国の場合には，国内において設立された子会社による
配当として分配される金額に比準すべき(a)号に規定された所得の部分に
対してのみ課すことができる。
9 8項(a)号において定められた租税は， 2項(a)号において定められた税率
を超えては課さないものとする。
10 8項(b)号に定められた租税は， ドイツ法のもとにおいて， ドイツ連邦共
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和国の居住者ではない法人が， ドイツ法人の分配された所得に適用される法
人税率を 5%以上超えない税率で 8項において定められた項目の所得に対す
る法人税が課される場合においてのみ，課すことができる。 8項(b)号におい
て定められた租税を課すことのできる最高税率は，恒久的施設に対する法人
税がドイツ法人の分配された所得に対する法人税を超える部分に加算した場
合においては， 5%を超えてはならない。
11条利子
1 一方締約国の居住者により稼得され受益的に所有される利子は当該国に
おいてのみ租税を課されるものとする。
2 本条において用いられるものとしての「利子」との文言は，担保権によ
り担保されようがなかろうが，一切の種類の債権から生じた所得，特に，証
券から生じる割り増し利子又は賞金を含む政府証券から生じる所得及び社債
又は債務証書から生じる所得，並ぴに当該所得が生じる締約国の租税法によ
り金銭貸借から生じる所得として扱われるその他の一切の所得を意味する。
遅延損害金は，本条約の目的上，利子としては考えないものとする。しかし
ながら，「利子」との文言には， 10条（配当）において処理されるー所得は含
まれない。
3 一方締約国の居住者たる当該利子の受益的所有者が他方締約国において
当該他方の国に所在する恒久的施設を通じて事業を遂行し又は当該他方締約
国において当該他方の国に所在する固定的施設から独立的な人的役務を提供
し，かつ，利子が支払われる債権がそのような恒久的施設又は固定的施設の
事業用財産の一部を構成する場合には， 1項の規定は適用されない。そのよ
うな場合には， 7条（事業所得）又は14条（独立的な人的役務）の規定が，
事案に応じて，適用されるものとする。
4 支払い者と受益的所有者の間又はそれら両者と第三者との間の特殊な関
係を理由として，利子が支払われる債権を考慮して，利子の金額が，そのよ
うな関係がなかったならば当該支払い者と受益的所有者との間で合意された
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であろう金額を超える場合には，本条の規定は，最後に言及した金額に対し
てのみ適用されるものとする。そのような場合，当該支払額の超過部分は，
本条約のその他の規定にしかるべき考慮を払いつつ，なお各々の締約国の法
に従い租税を課されるものとして扱うものとする。
5 一方締約国の居住者たる法人が他方締約国から所得又は利益を稼得する
場合には，当該他方の国は，当該法人により支払われた利子に対しては，そ
のような利子が当該他方の国に所在するそのような法人の恒久的施設により
支払われ， 10条（配当） 8項(a)号 (bb)に規定する所得を原資とし，そのよ
うな利子が当該他方の国の居住者に対して支払われ又はそのような利子の支
払いの原因となる債権が当該他方の国に所在する恒久的施設又は固定的施設
の事業用財産の一部を構成する場合を除き，如何なる租税をも課してはなら
ない。
12条使用料
1 一方締約国の居住者により稼得されかつ受益的に所有される使用料は，
当該国においてのみ租税を課されるものとする。
2 本条において用いられる「使用料」との文言は，文学上，美術上若しく
は学術上の著作物（映画フィルム又はフィルム作品，テープ作品その他のラ
ジオ又はテレビジョン放送における使用を目的とする媒体を除く）の使用又
は使用権，特許権，商標権，意匠，模型，図面，秘密方式その他類似の権利
又は財産の使用権若しくは産業上，商業上又は学術上の経験に関する情報の
対価として収受する一切の種類の支払いを意味する。「使用料」との文言に
は，そのような権利又は財産の生産性，使用又はさらなる譲渡に応ずるその
ような権利又は財産の譲渡から稼得される利得もまた含まれる。
3 一方締約国の居住者たる当該使用料の受益者が他方締約国において当該
他方の国に所在する恒久的施設を通じて事業を遂行し又は当該他方締約国に
おいて当該他方の国に所在する固定的施設から独立的な人的役務を提供し，
かつ当該使用料が支払われる原因となる権利又は財産が当該恒久的施設又は
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固定的施設の事業用財産の一部を構成する場合には， 1項の規定は適用しな
いものとする。そのような場合においては， 7条（事業所得）又は14条（独
立的な人的役務）の規定が，事案に応じて，適用されるものとする。
4 支払い者と受益的所有者の間又はそれら両者と第三者の間の特殊な関係
を理由に，使用料が支払われる使用，権利又は情報を考慮して，使用料の金
額が，そのような関係がなかったならば当該支払い者と受益的所有者との間
で合意されたであろう金額を超える場合には，本条の規定は，最後に言及し
た金額に対してのみ適用されるものとする。そのような場合，当該支払額の
超過部分は，本条約のその他の規定にしかるぺき考慮を払いつつ，なお各々
の締約国の法に従い租税を課されるものとして扱うものとする。
13条譲渡収益
1 6条（不動産所得）に定められかつ他方締約国に所在する不動産の譲渡
により一方締約国の居住者が稼得した利得には，当該他方の国においてのみ
租税が課されるものとする。
2 本条の目的上，「他方締約国に所在する不動産」との文言は，以下のも
のを含むものとする。
(a) 6条（不動産所得）に定められた不動産，および
(b) 当該他方締約国に居住し又は居住している者として扱われ，その全部
又は一部の資産がそのような他方締約国に所在する不動産から構成され
又は構成されていた法人の株式又はそれに比準可能な権益，およぴ当該
他方締約国に所在する不動産からその資産が構成されるパートナシッ
プ，信託又は遺産に対する権益。
3 一方締約国の企業が他方締約国に有する恒久的施設の事業用財産の一部
を構成する動産又は独立的な人的役務の提供を目的として当該他方締約国に
おいて一方締約国の居住者が利用可能な固定的施設に属する動産は，そのよ
うな恒久的施設（それのみ又は企業全休と）又はそのような固定的施設の譲
渡から生じた利得を含めて，当該他方の国においてのみ租税を課すことがで
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きる。
4 国際運輸において運行される船舶，航空機又はコンテナ若しくはそのよ
うな船舶，航空機又はコンテナの運行に属する動産は，そのような所得を稼
得する企業の利益が 8条（船舶運輸及び航空機運輸）に従い租税を課される
締約国においてのみ，租税を課されるものとする。
5 前各項の規定において定められたもの以外の一切の財産の譲渡から生じ
る利得は，譲渡人が居住者である締約国においてのみ租税を課されるものと
する。
6 一方締約国の居住者でかつ当該国の住居を放棄した後4条（居住者）に
おける準則のもとで他方締約国の居住者となった個人の場合には，最初に言
及した国の居住者たる法人の25%以上の持分を構成する一切の種類の株式の
譲渡から生じた譲渡収益について自国の法のもとで当該個人に租税を課すと
いう最初に言及した国の権限に対しては，当該者が最初に言及した国の住居
を放棄した日から10年以内に当該譲渡が為されたときは， 5項は影響を与え
ないものとする。この項において課税に服する利得は，当該個人が最初に言
及した国における居住者であった期間に生じた利得に限定されるものとす
る。当該他方締約国は，爾後の譲渡の場合においては，当該個人が最初に言
及した国の居住者でなくなった日におけるそのような株式の価値を基準とし
て利得を算定するものとするが，当該最初に言及した国における課税に服さ
なかった当該基準日までに生じた一切の利得を所得に算入することを妨げら
れないものとする。
14条独立的な人的役務
1 独立的能力における人的役務の提供から一方締約国の居住者たる個人が
稼得した所得は，そのような役務が他方締約国において提供されかつ当該所
得が当該個人の活動を提供する目的上当該他方締約国において当該個人に通
常利用可能な固定的施設に帰属しない限り，当該国においてのみ租税を課さ
れるものとする。
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2 「独立的能力における人的役務」との文言は，独立的な学術上，文学
上，芸術上，教授上又は教育上の活動並ぴに医師，弁護士，技術者，経済学
者，運動家，歯科医及び会計士の独立的な活動を含むが，それらに限定され
ない。
15条従属的な人的役務
1 16条（役員報酬）， 17条（芸能人及び運動家）， 18条（退識年金，年金，
離婚扶養及び養育費）， 19条（政府職員，社会保険）及び20条（訪問教授及
び教師，学生及び事業修習者）の規定に従い，勤務について一方締約国の居
住者によって稼得される給与，報酬その他類似の対価は，当該勤務が他方締
約国において為されない限り，当該国においてのみ租税を課されるものとす
る。当該勤務がそのように当該他方締約国において為された場合には，そこ
から稼得されるそのような対価に対しては，当該他方の国において租税を課
すことができる。
2 1項の規定にも拘らず，一方締約国の居住者が他方締約国において為さ
れた勤務に関して稼得した対価は，以下の場合には，最初に言及した国にお
いてのみ租税を課されるものとする。
(a) 対価の受領者が関係暦年を通じて総計183日を超えない期間当該他方
の国に滞在する場合，および
(b) 対価が当該他方の国の居住者ではない雇用者又はこれに代わる者から
支払われる場合，および
(c) 対価が，雇用者が当該他方の国に有する恒久的施設又は固定的施設に
よって負担されない場合。
3 本条の前各項の規定にも拘らず，国際運輸に運行される船舶又は航空機
の通常の定員構成員としての動務に関して一方締約国の居住者が稼得する対
価は，当該国においてのみ租税を課すことができる。
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16条役員報酬
他方締約国の居住者たる法人の取締役会構成員としての能力において当該他
方締約国において提供される役務の対価として一方締約国の居住者が稼得す
る役員報酬その他類似の支払いは，当該他方締約国において租税を課すこと
ができる。
（続）
